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追加型投信/内外/債券 [設定日：2023年8月31日]

主に日本を含む世界の公益企業の債券に投資します

様々な国や地域の債券に投資します

原則として為替ヘッジを行いません

2ヵ月に1回決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います

（分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。）

ファンドの現況 分配金実績（1万口あたり、税引前）
決算期

分配金実績

基準価額

ﾏｻﾞｰﾌｧﾝﾄﾞ純資産総額

ファンドの騰落率 （　）は年率 ［ご参考］基準価額変動の内訳

基準価額

変動額

うち 債券利金収入

       債券価格変動

設定来の推移      為替

     分配金

     その他

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

+47円

月次レポート 2026年5月29日現在

-59円

「投資リスク」の項目も必ずお読みください。

4

1

ピクテ・グローバル・インカム債券ファンド（隔月決算型）

2
3

26年05月末

11,975円基準価額

26年04月末

11,916円 30円30円
26年03月10日 設定来累計

430円

※ファミリーファンド方式で運用を行います。 ※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

Info － ファンドの基本情報

ファンド純資産総額 10.7億円 +0.8億円

26年03月

36.0億円

26年05月

--

前月末比 26年05月11日26年01月13日

30円
11,777円11,929円9.9億円

36.3億円

設定来1年 設定来

11,916円
+1,916円
+1,264円

+1,281円
-430円

+43円

+125円
+31円 +173円

3年

23.89%
-59円-187円 +211円

1ヵ月

--  16.45%

各項目の注意点　[ファンドの現況][設定来の推移]基準価額は信託報酬等控除後です。信託報酬率は「手続・手数料等」の「ファンドの費用」をご覧ください。純資産総
額およびその前月末比は1千万円未満を切り捨てて表示しています。基準価額（分配金再投資後）は購入時手数料等を考慮せず税引前分配金を再投資した場合の評
価額を表します。　　　[ファンドの騰落率]各月最終営業日ベース。ファンドの騰落率は、税引前分配金を再投資して計算しています。[基準価額変動の内訳] 月次ベー
スおよび設定来の基準価額の変動要因です。基準価額は各月末値です。設定来の基準価額は基準日現在です。各項目(概算値)ごとに円未満は四捨五入しており、
合計が一致しない場合があります。その他には信託報酬等を含みます。

◆当資料における実績は、税金・信託財産留保額控除前であり、実際の投資者利回りとは異なります。また、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではあり
ません。

-381円
+190円

-30円
-14円

※基準価額は、各決算期末値（分配金落ち後）です。あくまでも過去の実績であ
り、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、分配
対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。

11,916円
26年04月

1.64%

-372円

-0.2億円

0.21%-0.24%

+54円

11,764円 11,975円
3ヵ月

(  --  ) (8.12%)

-91円

6ヵ月

11,854円

-13円
-30円-- 
-12円

+45円
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月次レポート 2026年5月29日現在

ファンドの特性 資産別構成比
組入銘柄の平均格付

組入銘柄数

直接利回り（直利）

最終利回り（終利）

修正デュレーション

国別構成比 通貨別構成比

合計 合計

業種別構成比 信用格付別構成比
業種名 格付け

合計 合計

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

構成比

1 AAA格 --
2 AA格 4.2%
3 A格 40.2%
4 BBB格 48.9%
5

コール・ローン等、その他 3.5%
100.0%

コール・ローン等、その他 3.5%

各項目の注意点　[直接利回り]投資元本に対する利息の比率を指します。組入債券の加重平均で示しています。　[最終利回り]債券を償還日まで保有した場合の利
回りを指します。期限前償還条項が付与されている場合は、原則として直近の償還可能日を償還日とみなして計算しています。組入債券の加重平均で示しています。
[修正デュレーション]債券価格の弾力性を示す指標で、金利の変化に対する債券価格の変動率を示します。

通信 3.4%
BB格

3 ガス 3.6%

その他の通貨 --

その他の業種 0.0%

コール・ローン等、その他 3.5%

5 運輸 1.0%

100.0%

B格以下 --

4
3.2%

6

2 水道 7.5%

3 英ポンド 5.3%

100.0%

4.7%
4 カナダドル 4.7%
5 豪ドル 1.0%

3

構成比

1 米ドル 60.4%

1 電力 81.0%

その他の国 16.7%
コール・ローン等、その他 3.5%

イタリア 6.6%
4 英国 4.9%
5 カナダ

2 ユーロ 25.0%

Portfolio － ポートフォリオの状況

資産名 構成比

債券 96.5%
コール・ローン等、その他 3.5%
合計 100.0%

7.2年

A-

4.6%
4.9%

114銘柄

国名 構成比

1 米国 55.5%
2 フランス 8.1%

通貨名 構成比

100.0%

◆ファンドの主要投資対象であるピクテ・グローバル・インカム債券・マザーファンドの状況です。
◆構成比は四捨五入して表示しているため、それを用いて計算すると誤差が生じる場合があります。
◆組入銘柄の信用格付は、ムーディーズ・レーティングス、S&Pグローバル・レーティング、フィッチ・レーティングスのうち最も高い格付です。平均格付は、組入銘柄の
信用格付を加重平均したもので、当ファンドの信用格付ではありません。
◆業種はBloombergのIndustry Groupを基にピクテ・ジャパン株式会社で作成し、分類・表示しています。
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組入上位10銘柄
国名 業種名 格付 償還日 構成比

銘柄解説

米国 電力 BBB+

米国 水道 A

米国 電力 A

カナダ 電力 BBB+

米国 電力 AA-

フランス 水道 BBB

米国 電力 A

米国 電力 BBB-

イタリア 電力 BBB+

米国 電力 BBB-

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

◆ファンドの主要投資対象であるピクテ・グローバル・インカム債券マザーファンドの状況です。　◆業種はBloombergのIndustry Groupを基にピクテ・ジャパン株式会社
で作成し、分類・表示しています。　◆組入銘柄の信用格付は、ムーディーズ・レーティングス、S&Pグローバル・レーティング、フィッチ・レーティングスのうち最も高い格
付です。　◆償還日は期限前償還条項が付与されている場合は、原則として直近の償還可能日を償還日とみなして表示しています。◆表で示した組入上位銘柄は、特
定の銘柄の勧誘や売買の推奨等を目的としたものではなく、その価格動向を示唆するものでもありません。

5

1.7%

1.7%

米国のマサチューセッツ州ボストンなどで送配電事業を行う電力会社。親会社は米国の北東
部で電力サービスや天然ガスの販売を手掛けるエバーソース・エナジー。

4 ブルックフィールド・リニューアブル・パート
ナース

1.7%

再生可能エネルギーや脱炭素化ソリューションの公開取引プラットフォームを運営し、投資家
に水力や風力、太陽光などに関連する資産に投資する機会を提供する。

3 エヌスター・エレクトリック

2 アメリカン・ウォーター・キャピタル

組入銘柄数 114銘柄

10 ビストラ・オペレーションズ

1.4%

テキサス州に本拠を置く米国の電力会社で、子会社を通じて発電、配電を行う。

7 サザン・カリフォルニア・エジソン

1.5%

米国カリフォルニア州の南部を中心として発電事業および配電事業を行う。

8 AES

1.5%

米国や中南米、欧州、アジアなどで発電事業や配電事業を行う公益企業。太陽光や風力など
クリーン・エネルギーの導入を積極的に進める。

9 ACEA

1.4%

上下水道事業や送配電事業、廃棄物管理などを行うイタリアの総合インフラ事業会社。

米国の南東部で発電や送配電、天然ガスの供給サービスを行う。

6 スエズ

1.6%

フランスの環境関連サービス会社。水処理や廃棄物処理ソリューションを提供する。

デューク・エナジー・カロライナズ

2030/7/28

2034/1/15

2033/2/15

2033/12/1

2030/4/1

2032/8/9

2053/1/15

2032/8/3

2030/6/1

2031/1/15

1.8%

米国の上下水道会社。ペンシルベニア州やニュージャージー州など24の州で民間および軍事
施設向けに上下水道サービスを提供する。

Portfolio － ポートフォリオの状況

銘柄名

1 エクセル・エナジー

2.0%

発電、送電、電力と天然ガスの供給をはじめとする、様々なエネルギー関連サービスを全米各
地で提供。
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月次レポート 2026年5月29日現在

市場概況

今後のポイント ※将来の市場環境の変動等により、内容が変更される場合があります。

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

Comment － 今月のコメント

主要国の国債市場は、米国とイランの和平協議を巡る情勢が日々変化し、合意に関する楽観的な見方と懐疑的な見方が交互に
台頭したことから、上旬より方向感に欠く展開となりました。中旬には原油価格の上昇を背景とするインフレの加速や主要な中央
銀行が利上げに転じるとの観測などから下落（利回りは上昇）しました。英国ではスターマー首相への辞任圧力が強まる中で、有
力な後任候補が財政規律を緩和させるとの観測なども下落（利回りは上昇）要因となりました。下旬には、トランプ米大統領がイラ
ンとの和平協議について最終段階にあると発言したことを受けて反発し、月末にかけて原油価格が下落基調となったことや、英国
で財政拡張懸念が後退したことなどを背景として上昇（利回りは低下）しました。主要国の国債市場は月を通せば前月末より上昇
（利回りは低下）しました。
同期間中、世界国債と世界社債との利回り格差（スプレッド）が前月末より縮小（市場上昇要因）したことから、世界社債市場は上
昇（利回りは低下）しました。
このような環境下、当ファンドで投資している英国の水道企業や電力企業などの債券価格が上昇（利回りは低下）したことがプラ
スに寄与しました。一方で、米ドルやユーロなどの通貨が円に対して下落したことは、基準価額に対してマイナスに作用しました。
当ファンドでは、前月末のポートフォリオ構成を概ね維持し、信用力が高いと評価される債券の比率の高いポートフォリオで運用を
行いました。業種別では電力の比率を高位とする構成を維持しました。投資行動においては、米国国債の利回りが上昇基調にあ
ることを受けて、償還までの期間が長い社債を中心として米国の電力企業などの組入れを行い、国別構成比において米国の比
率を引き上げました。欧州では、イタリアの電力企業の社債を売却した一方で、再生可能エネルギー発電事業を行うスペインの電
力企業の新規発行社債などに投資を行いました。

今後の投資戦略については、前月までと変化はありません。構造的な電力需要の増加などから恩恵を受けると期待される電力
企業を中心としたポートフォリオを維持する方針です。市場環境については、中東での紛争の動向や、それに伴うエネルギー価格
の変動に左右される展開が続くと想定され、投資家のリスク回避姿勢が強まることで、スプレッドが拡大（市場下落要因）する可能
性があります。また、スプレッドの水準から見たバリュエーション（投資価値評価）が割高な水準になりつつあると判断されるほか、
新規発行が増加すると見込まれているため、市場の需給動向にも留意が必要であり、銘柄選択の重要性が高い局面が継続する
ものと考えます。足元においては、価格動向において出遅れ感のある英国の水道事業関連企業の社債などに投資妙味があると
みており、規制や政策介入リスクなどを踏まえて慎重に評価したうえで、投資機会を探る方針です。

◆コメントの内容は、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものでも、その推奨を目的としたものでもありません。
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投資リスク 

[基準価額の変動要因] 

●ファンドは、実質的に債券等に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている債券の価格変動等（外国証

券には為替変動リスクもあります。）により変動し、下落する場合があります。 

●したがって、投資者の皆様の投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割

り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なり

ます。 

債券投資リスク 

（金利変動リスク、 

信用リスク） 

●ファンドは、実質的に債券に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている債券の価

格変動の影響を受けます。 

●金利変動リスクとは、金利変動により債券の価格が変動するリスクをいいます。一般的に金利が低下

した場合には、債券の価格は上昇する傾向がありますが、金利が上昇した場合には、債券の価格は下

落する傾向があります。 

●信用リスクとは、債券の発行体の財務状況等の悪化により利息や償還金をあらかじめ定められた条件

で支払うことができなくなるリスク（債務不履行）、または債務不履行に陥ると予想される場合に債券の

価格が下落するリスクをいいます。 

為替変動リスク 
●ファンドは、実質的に外貨建資産に投資するため、対円との為替変動リスクがあります。 

●円高局面は基準価額の下落要因、円安局面は基準価額の上昇要因となります。 

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 

[その他の留意点] 

●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

●ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境

が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量

が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが

中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性があります。 

 

ファンドの特色 <詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください> 

●主に日本を含む世界の公益企業の債券に投資します 

●様々な国や地域の債券に投資します 

●原則として為替ヘッジを行いません 

●２ヵ月に１回決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います 

●毎年 1 月,3 月,5 月,7 月,9 月,11 月の各 10 日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

－分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

－収益分配金額は、基準価額の水準および市況動向等を勘案して委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあ

ります。 

－留保益の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。 

※将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。 

 

※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。 グロ債隔 010526_4 



6/8ページ  

 

 
[収益分配金に関する留意事項] 

 

 

分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純

資産から支払われますので、分配金が支払われると、

その金額相当分、基準価額は下がります。 

  

分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支払

われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。

また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

 
計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合 

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合 

 
 

(注)分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および

④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。 

※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。 

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合

も同様です。  
分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻し 

 に相当する場合 

 

 

 

 

 
 

普通分配金： 個別元本(投資者のファンドの購入価額)を上回る部分からの分配金です。 
元本払戻金： 
(特別分配金) 

個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金(特別分配金)の
額だけ減少します。 

 

(注)普通分配金に対する課税については、「手続･手数料等」の「税金」をご参照ください。 
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当期決算日 
分配前 

＊ 円を 
取崩し 

, 円 

分配金 
円 

＊ 円 
（③+④） 

, 円 

, 円 

＊ 円 

期中収益 
（①+②） 円 

 

前期決算日 
 

＊分配対象額 
円 

, 円 

＊ 円 

（③+④） 

, 円 

前期決算日 
 

＊分配対象額 
円 

, 円 

＊ 円 

（③+④） 

当期決算日 
分配後 

＊分配対象額 
円 

分配金 
円 

＊ 円 

配当等収益 
① 円 

当期決算日 
分配前 

＊ 円を 
取崩し 

当期決算日 
分配後 

＊分配対象額 
円 

＊ 円 
（③+④） 

投資者の 
購入価額 

※元本払戻金(特別分配金)

は実質的に元本の一部払

戻しとみなされ、その金

額だけ個別元本が減少し

ます。また、元本払戻金 

(特別分配金)部分は非課

税扱いとなります。 
（当初個別元本） 

普通分配金 

分配金支払後 

基準価額 

個別元本 

投資者の 
購入価額 

（当初個別元本） 

分配金支払後 

基準価額 

個別元本 

投資信託の純資産 

投資信託で分配金が支払われるイメージ 

分配金 
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手続・手数料等 

[お申込みメモ] 

購入単位 販売会社が定める 1 円または 1 口（当初元本 1 口=1 円）の整数倍の単位とします。 

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。（ファンドの基準価額は 1 万口当たりで表示しています。） 

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して 5 営業日目からお支払いします。 

購入・換金の 

申込不可日 
ジュネーブ、ロンドンまたはニューヨークの銀行の休業日においては、購入･換金のお申込みはできません。 

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。 

信託期間 2023 年 8 月 31 日（当初設定日）から無期限とします。 

繰上償還 受益権の口数が 10 億口を下回ることとなった場合等には信託が終了（繰上償還）となる場合があります。 

決算日 毎年 1 月、3 月、5 月、7 月、9 月、11 月の各 10 日(休業日の場合は翌営業日)とします。 

収益分配 
2 ヵ月に 1 回の決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。 
※ファンドには収益分配金を受取る「一般コース」と収益分配金が税引後無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」があります。ただし、販売会社によって

は、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があります。 

 

[ファンドの費用] 

投資者が直接的に負担する費用 

 購入時手数料 
2.2%（税抜 2.0%）の手数料率を上限として、販売会社が独自に定める率を購入価額に乗じて得た額とします。 
（詳しくは、販売会社にてご確認ください。） 

 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 
運用管理費用 

（信託報酬） 

毎日、信託財産の純資産総額に年 1.2518%（税抜 1.138%）の率を乗じて得た額とします。 

運用管理費用（信託報酬）は毎日計上(ファンドの基準価額に反映)され、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われます。 

［運用管理費用（信託報酬）の配分（税抜）］ 

委託会社 販売会社 受託会社 

年率 0.57% 年率 0.55% 年率 0.018% 

なお、委託会社の運用管理費用(信託報酬)には、マザーファンドの運用指図に関する権限の委託に係る投資顧問会社への報酬が含まれています。 

 
その他の費用・ 

手数料 

毎日計上される監査費用を含む信託事務に要する諸費用（信託財産の純資産総額の年率 0.055%（税抜 0.05%）相当を上限とした額）ならびに

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料等および外国における資産の保管等に要する費用等（これらの費用等は運用状況等によ

り変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。）は、そのつど信託財産から支払われます。 

※当該費用の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

 

[税金] 

●税金は表に記載の時期に適用されます。 

●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。 

時期 項目 税金 

分配時 
所得税 

および地方税 

配当所得として課税 

普通分配金に対して 20.315% 

換金（解約）時 

および償還時 

所得税 

および地方税 

譲渡所得として課税 

換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して 20.315% 

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合 

少額投資非課税制度「NISA」は、少額上場株式等に関する非課税制度であり、一定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所

得および譲渡所得が無期限で非課税となります。 

ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせ

ください。 

※上記は、当資料発行日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。 

※法人の場合は上記とは異なります。 

※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 
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委託会社、その他の関係法人の概要 

委託会社 ピクテ・ジャパン株式会社（ファンドの運用の指図を行う者） 

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第380号 

【ホームページ・携帯サイト（基準価額）】 

https://www.pictet.co.jp 

 加入協会：一般社団法人資産運用業協会、日本証券業協会 

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（ファンドの財産の保管および管理を行う者） 

<再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行> 

投資顧問会社 ピクテ・アセット・マネジメント・エス・エイ、ピクテ・アセット・マネジメント・リミテッド（マザーファンドの債券等の運用指図を行う者） 

販売会社 下記の販売会社一覧をご覧ください。（募集の取扱い、販売、一部解約の実行の請求受付ならびに収益分配金、償還金および一部解約代金の支

払いを行う者） 

 

販売会社一覧 

投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求・お申込先 

商号等 

加入協会 

日本証券業 

協会 

一般社団法人 

資産運用業協会 

一般社団法人 

金融先物 

取引業協会 

一般社団法人 

第二種金融商品 

取引業協会 

株式会社ＳＢＩ証券 （注1） 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ ○ 

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第392号 ○    

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第188号 ○    

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第6号 ○   ○ 

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第121号 ○   ○ 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○ 

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社イオン銀行 

(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社) 
登録金融機関 関東財務局長(登金)第633号 ○    

株式会社ＳＢＩ新生銀行 

(委託金融商品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券) 
登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○  ○  

株式会社ＳＢＩ新生銀行 

(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社) 
登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○  ○  

株式会社香川銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第7号 ○    

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第10号 ○  ○  

株式会社京都銀行 

(委託金融商品取引業者 京銀証券株式会社) 
登録金融機関 近畿財務局長(登金)第10号 ○  ○  

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第1号 ○  ○  

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第2号 ○  ○  

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第5号 ○  ○  

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第22号 ○  ○  
 

（注1） 株式会社ＳＢＩ証券は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会・日本商品先物取引協会にも加入しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

当資料をご利用にあたっての注意事項等 

●当資料はピクテ・ジャパン株式会社が販売を目的として作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。取得の申込

みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）等を必ずご確認のうえ、最終的な投資判断はご自身で行って

ください。●投資信託は値動きのある有価証券等に投資するため、基準価額は変動します。外貨建資産の場合は為替変動リスクもあります。し

たがって、投資者の皆さまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失が生じ、投資元本を割り込むことがあります。

運用による損益は、すべて投資者の皆さまに帰属します。●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成していますが、その正確性、完

全性、特定の目的への適合性を保証するものではありません。記載内容は作成日現在のものであり、予告なく変更される場合があります。ま

た、過去の実績は、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。●投資信託は預金等ではないため、元本および利回りの保証は

なく、預金保険機構または保険契約者保護機構の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金

の対象とはなりません。●当資料の内容は、法務、会計、税務、経営、投資その他に係る助言を目的としたものではありません。●当資料に掲

載されている内容に関する著作権その他の知的財産権は、原則として、当社、ピクテ・グループまたは正当な権利者に帰属します。無断での使

用、複製、転載、改変、翻訳、配布等は禁止されています。マーケット・データのご利用に関する詳細は、当社ウェブサイト「会社情報」の「運用・

方針等」内の「マーケット・データ利用規約」をご参照ください。 

 

 グロ債隔 010526_4 
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